
事業者の脱炭素経営への転換支援

脱炭素役立ち情報、県内事業者の先進取組事例、
脱炭素に関する補助金・融資・支援制度などの情報を掲載

県内事業者等の脱炭素経営を促進するため、Ｒ4年10月、金融機関、商工関係団体、行政機関などから
構成される「新潟県事業者支援脱炭素推進プラットフォーム」を設立

資料５



脱炭素に取り組む意義



中小企業の脱炭素経営への転換促進

脱炭素セミナー等の開催

ホームページによる情報提供

排出量の算定支援

省エネ診断

省エネ・再エネ補助金

ESG投融資による資金供給

中小版SBT認定取得支援

削減目標の策定支援

非化石証書の取得支援

削減計画の策定支援

PF構成機関等による支援



プラットフォームホームページの紹介 ～支援制度検索～



プラットフォームホームページの紹介 ～先行取組事例～



新潟県中小事業者向け脱炭素ガイドブック 2024
○ 現在、大手企業を中心に脱炭素経営に向けた取組が広がっており、サプ

ライチェーン全体で脱炭素化が進み、原材料や部品調達先の中小事業者へ
の温室効果ガス排出量の調査や削減要請が始まっている。

○ 金融機関においては脱炭素に取り組む企業が資金調達に有利となる商品
の取扱いを始めている。

○ 脱炭素を巡る社会情勢の変化を捉えて、今から中小事業者も脱炭素経営
に着手することで、ビジネスチャンスの獲得や企業のイメージアップ、エ
ネルギーコスト削減など、良い影響があると考えられている。



令和7年度当初予算案の概要
https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/zaisei/
r7tousho.html

令和7年度当初予算案の概要（環境局）
https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/kanky
oseisaku/r7tousyoyosanankankyo.html

令和7年度当初予算案の概要（抜粋）



〇 制度の概要
・新潟県内で、地球温暖化対策に取り組む事業所を「エコ事業所」
として登録し、その取組内容を広く紹介

・取組内容が創意工夫などに優れた事業所を表彰
これまでに延べ54事業所を表彰

新潟県エコ事業所表彰

受賞団体（市町村） 主に評価された取組
新潟ガービッヂ株式会社
リサイクルセンター（南魚沼市）

デマンド管理による使用電力の見える化、ピーク
カット。コンサルによる電気使用量削減指導。等

株式会社長谷川電気工業所
本社（村上市）
新潟支店（新潟市中央区）
東港営業所（新潟市北区）

SDGs委員会を設置し、CO2削減目標の設定、毎
月のCO2排出量データ集計、結果を部署別・同年
同月対比等により見える化しフィードバック。
太陽光発電設備による自家消費。 等

渡辺建設株式会社（小千谷市） 既設消雪パイプ井戸を利用し地中熱採取し、地中
熱エアコンを事務所の冷暖房に利用。 等

株式会社ホテル新潟
ＡＮＡクラウンプラザホテル新潟
（新潟市中央区）

グリーンエンゲージメンバーにより、毎月省エ
ネ・廃棄物削減に関するミーティングを開催。
省エネ最適化診断での指摘項目をふまえ、1階ロ
ビー系統外気導入量の変更。 等

令和６年度表彰事業所



新潟県脱炭素社会の実現に関する条例案（概要）

➢脱炭素社会の実現に関し、基本理念を定め、県、県民及び事業者の責務を明らかにするとともに、施策の基本事項を定める。

➢地域の脱炭素化（再生可能エネルギーの利用の推進、省エネの推進による温室効果ガス排出量の削減、二酸化炭素の貯蔵及び吸収）及
び経済の活性化を図り、もって現在及び将来の県民の健康で文化的な生活の確保に寄与する。

目的（第１条）

➢脱炭素施策の実現に向けた取組は、次の世代に豊かな自然及び安全で快適な生活環境を引き継ぐため、環境の保全と経済及び社会の持
続的発展の両立が図られ、2050 年までの脱炭素社会を実現することを旨として、県、県民、事業者、市町村等の連携の下に行われなけ
ればならない。

基本理念（第３条）

責務等（第４～６条）

【県の責務】
➢脱炭素社会の実現に関する施策を策定し、総合的かつ計画的に実施
➢市町村が実施する施策に協力

【事業者の責務】
➢事業活動に関し、温室効果ガス排出量の削減等のための措置を積極的に講じ、

県及び市町村の施策に協力

【県民の責務】
➢日常生活に関し、温室効果ガス排出量の削減等のための措置を積極的に講じ、

県及び市町村の施策に協力

推進計画の策定（第７条）

➢県は、脱炭素社会の実現に関する施策を総合的か
つ計画的に推進するための計画を定める。

➢推進計画には以下の事項を定める。
・温室効果ガス排出量の削減等に関する目標

・目標達成のために必要な施策

・その他施策を総合的かつ計画的に進めるために
必要な事項

➢地球温暖化を原因の一つとした顕著な高温、水害、雪害など、気候変動が本県にもたらす影響が顕在化しており、県では2020年９月、
2050 年までに脱炭素社会の実現を目指すことを表明

➢ 2050年までの脱炭素社会の実現のためには、本県の特徴や課題を踏まえつつ、環境の保全と経済及び社会の持続的発展との両立を図り
ながら取組を着実に進める必要があり、再生可能エネルギーの「創出」と「活用」、省エネ等の推進による温室効果ガス排出量の「削
減」、森林及び地域資源を活用した二酸化炭素の「吸収・貯留」に県民、事業者及び行政等が一丸となって取り組むことが重要

➢将来の世代に豊かな自然及び安全で快適な生活環境を継承していくため、あらゆる主体が自らの責任と役割を認識し、脱炭素社会の実
現に関する取組を推進

前文



日常生活及び事業活動に伴う温室効果ガスの排出削減等（第９～1７条）

環境教育の推進（18条）

➢県は、国及び他の地方公共団体と連携して、施策を推進する。

国、他の地方公共団体との協力（第20条）

➢県は、施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずるよう努める。

県の財政措置（第21条）

➢県民及び事業者は、地域の自然的社会的条件に適した再生可能エネルギー設備の設置又は地域において得られた再生可能エネルギーの
積極的な利用に努める。

➢再生可能エネルギー設備の設置に当たっては、周辺の環境の保全に配慮する。

再生可能エネルギーの利用等（第８条）

➢県民及び事業者は、その日常生活又は事業活動において、以下に取り組むよう努める。
・温室効果ガス排出量（エネルギー使用量）の把握 ・エネルギー消費性能等が優れている機器等の選択
・廃プラスチック類その他の廃棄物の発生抑制等 ・次世代自動車の選択
・温室効果ガス排出量がより少ない物品や役務の選択 ・住宅のエネルギー消費性能の一層の向上【県民】
・カーボン・オフセットを通じた温室効果ガス排出量の削減等を実現する活動への投資等【事業者】

➢県は、県民が脱炭素化の取組の重要性及び効果に関する理解を深め、取組を実践するための普及啓発等必要な措置を講ずる。

➢県は、事業者が脱炭素化の取組を行うために必要な情報提供等必要な措置を講ずる。

➢県は、脱炭素社会の実現に資する産業の振興等を促進するため、当該産業への県内事業者の参入の促進等必要な措置を講ずる。

➢県は、県民が脱炭素社会の実現に関する意識を高め、主体的に取組を実践できるよう、様々な場を通じて、環境教育を推進する。

➢県は、森林の整備及び保全、県産木材の利用の拡大に努めるとともに、森林の有するCO2吸収作用に関する県民及び事業者の理解を深
めるため、必要な措置を講ずる。

➢県民及び事業者は、森林の有するCO2吸収作用に関する理解を深めるとともに、森林の所有者等が行う森林の整備及び保全等に協力す
るよう努める。

森林による二酸化炭素の吸収作用の保全等（第19条）


